
◎この調査は統計法に基づく一般統計調査です。

◎報告事項は統計法により秘密が保護されます。

工場立地動向調査票平成２７年

「※」印の欄は該当する項を１つ選び○で囲んでください。

◎調査票を添付した電子メールでの送付・回収も行っています （最寄りの各経済産業局にご連絡ください ）。 。

１．工 場 等価交換、無償譲渡の場合の用地取得費は、０を記入して下さい。※

フリガナ 氏 名 設備投資総額 うち用地取得費

記 所 属 千 百 十 千 百 千 百 十 千 百
会社・工場名 入 部 課 億 万 億 万

担 部課名 億 億 億 万 円 億 億 億 万 円

都道 市 区 番 号 当 （ ） 局 番

工場建設地 区 町 丁目 者 電 話

府県 郡 村 番地 （内線 ）

※ 用地取得が借地で １．ある ２．ない

２．会社全体（現地法人の親企業が海外の場合は 「親企業の本社所在地」欄に国名を記入して下さい ）、 。

（外資比率については、最も出資比率の高い外国企業の出資比率を「○」で囲んで下さい。小数点以下は切り捨てて下さい ）。

都道 市 区 資 本 金 ※ 従 業 者 数 ※ 外 資 比 率 ※

本社所在地 区 町

府県 郡 村 1.500万円未満 5.10億円未満 1. 1～ 49人 5. 500～ 999人 未満1. 50%
2.1千万円未満 6.100億円未満 2. 50～ 99人 6.1000～4999人 以上2. 50%
3.5千万円未満 7.100億円以上 3.100～300人 7.5000人～

現地法人設立の場合の 国 又は 4.1億円以下 4.301～499人
親企業の本社所在地 都 道

国名又は都道府県名 府 県（ ）

３．日 程（用地取得年月は、必ず記入してください。建設工事着工及び操業開始年月について、未定の場合は「未定」と記入してください ）。

用 地 取 得 年 月 建 設 工 事 着 工 年 月 （予 定） 操 業 開 始 年 月 （予 定）

平成 年 月 平成 年 月 平成 年 月

４．面 積（㎡） ５． 工場の機能 ６．地 目

千万 百万 十万 万 千 百 十 一 ※ 工 場 の 予 定 機 能 工場敷地内に研究開発機能を

付設する予定の有無 複数回答可 主 な 地 目 ※（ ）

1.本社工場 6.その他

敷 地 面 積 2.製造拠点工場 ( ) 1.有(基礎研究) 1. 田 5. 原 野

3.分工場(一貫型) 2.有(応用研究) 2. 畑 6. 埋立地

予 定 建 築 面 積 4.分工場(部分型) 3.有(開発研究) 3. 宅 地 7. 工場跡地

5.新規事業工場 4.無 4. 山 林 8. その他

７．立地地点・工場移転等 ８．立地地点からの距離

※ 1. 新 設 ※ 1. 内 陸 ※ 工業団地内で 1. ある 2. ない 移転の場合の旧工場跡地の処分の予定

2. 準 臨 海 処分の形態 ※ 処分の予定用途 ※ (百ｍ)

2. 増 設 3. 臨 海 工 業 団 地 名

1.売却(公的機関) 1.工場 6.緑地 高速道路I.C

※ 新増設に伴う 移転の場合の 都道 市 区 番 号 2.売却(民間) 2.集合住宅 7.研究所

工場移転の有無 区 町 丁目 3.賃貸(公的機関) 3.一戸建て 8.ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ 空 港

旧工場所在地 府県 郡 村 番地 4.賃貸(民間) 住宅 施設

1. 全 面 移 転 旧工場移転分の敷地面積（㎡） 旧工場移転分の建築面積（㎡） 5.自社で利用 4.商業施設 9.その他 港湾ふ頭

2. 一 部 移 転 千万 百万 十万 万 千 百 十 一 千万 百万 十万 万 千 百 十 一 6.地主へ返還 5.事務所 10.未定

3. 移転でない 7.未定 新幹線駅

９． 立地地点選定理由（新設のみ。主な選定理由を３つ以内選び○で囲み、 海外立地と比較しての国内立地選定理由（新設のみ。主な選定理由を３つ以内選び○で囲み、

その中で最も重要な理由を◎で囲んでください ） その中で最も重要な理由を◎で囲んでください ）。 。

立地地点選定理由 海外立地検討の有無 海外立地の検討を行った理由 海外立地と比較しての国内立地

(検討有の場合、 （海外立地検討有のみ） 選定理由（海外立地検討有のみ）

原材料等の入手の便 工業団地である 検討地域を選択)1. 11.
市場への近接性 地価 1.原材料等の入手の便 1.原材料等の入手の便2. 12.
関連企業への近接性 13.工業用水の確保 1.北米 2.市場への近接性 2.市場への近接性3.
人材・労働力の確保 14.高速道路を利用できる 2.中南米 3.関連企業への近接性 3.関連企業への近接性4.
本社・他の自社工場への 15.空港・港湾・鉄道等を利 3.中国（香港含む） 4.労働力の確保 4.良質な労働力の確保5.
近接性 用できる 4.韓国･台湾 5.用地入手の容易さ 5.国･県･市･町･村の助成･協力

流通業・対事業所ｻｰﾋﾞｽ業 16.周辺環境からの制約が 5.東南アジア 6.為替問題への対応 6.対事業所サービス業の充実6.
への近接性 少ない 6.その他アジア 7.当該国の通商問題（当該国 .産業基盤が整備されている7
7.国・地方自治体の助成 17.学術研究機関の充実 (中東含む) が輸入規制を行っている等) 8.学術研究機関の充実(産学共同等)

地方自治体の誠意・積極 (産学共同等） 7.ヨーロッパ・ロシア 8.その他 9.流通機構が整備されている8.
性・迅速性 その他 8.オセアニア ( ) 10.政情･治安の安定18.
経営者等の個人的つながり （ ） 9.アフリカ 11.知的財産権の保護への配慮9.
他企業との共同立地 10.検討無 12.その他10.

( )

１０．主要原材料・製品名（必ず記入してください ） １１．労働力（人 （不明な場合は 「不明」と記入 ） １２．都市計画区分、用途地域。 ） 、 。

主要原材料・製品名 万 千 百 十 一 都市計画法の区域区分※ 都市計画法の用途地域※

主要原材料名 立地工場の予定従業員数 市街化区域 準都市計画区域 工専 住居系1. 4. 1. 4.
市街化調整区域 都市計画無 工業 商業系2. 5. 2. 5.

製品名 うち地場雇用者数 非線引都市計画区域 準工 無指定3. 3. 6.

（下欄は当方で記入します ）。

地域開発法の指定 三圏 首都圏．中部圏 地域区分※ 工 場 適 地 調 査 地 区 農工法の工業等導入地区

（複数回答） 近畿圏 (1)※ 1.調査地区内 2.外

1.既 成 3.都 整 (1)で １のとき (1)※ 1.工業等導入地区有 2.無

1.低 工 4.農村地域 2.都 開 4.近 郊 地区コード番号

2.過 疎 高度技術（集積） (2)※ 1.工場適地有 2.無 (2)※ 1.工業等導入地区内 2.外5.
3.山 村 6.高度技術（産学） 企 業 立 地 促 進 法 関 連 (3)※ 1.工場適地内 2.外 (2)で1.のとき

( )※ 集積区域内 外 (3)で1.のとき 農工法工業等1 1. 2.
( )※ 企業立地重点促進区域内 外 工場適地名 導入地区名2 1. 2.
( )※ 工場立地法の特例有 無3 1. 2.

年 工 場 番 号 本 社 所 在 地 現地法人の親企業本社所在地 工場建設地 移転の場合の旧工場所在地 製品コード 工 業 団 地 番 号

(県コード) (県コード) (市町村コード) (都道府県・国コード) (市町村コード) (県コード) (市町村コード)


